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高齢化の進展により全国で高齢者のための公共交通施策が実施されている．名古屋市では 65 歳以上の

高齢者を対象に市バス・市営地下鉄が乗り放題となる名古屋市敬老パスを実施しているが，令和 4 年 2 月

1 日より利用可能な路線が名鉄，JR 東海，近鉄，名鉄バス，三重交通のバスまで拡大された．これまで施

策の適応対象外だった地域まで範囲が拡大し，高齢者の外出促進や活動範囲の拡大が期待される．MaaS
の一部としても期待される公共交通の乗り放題だが，その効果や価値について定量的に把握する必要があ

る．本研究では，携帯電話の位置情報集計データを用い，本施策前後での高齢者の人流比較を行った．鉄

道駅・バス停について，元々の施策対象地域・新規対象地域別に地域特性を考慮した人流の時系列分析を

行った．その結果，同じく施策として追加された駅やバス停であっても，地域の特性により人流の増減に

差が見られることを明らかとした． 
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1. はじめに 
 
(1) 背景と目的 
我が国では，急速な高齢化が進展している．内閣府の

調査注1)によると，令和3年時点で，65歳以上の人口は，
3621 万人となり，総人口に占める割合（高齢化率）も
28.9％となっている．近年ではこの高齢化率の成長も著
しく，近年では毎年約 1~3%ずつ上昇していき，令和 22
年時点では高齢化率が 35％にまで到達するとされてい
る． 
このような急速な高齢化に伴い，自動車免許を返納し

て移動が制限されてしまう高齢者や，健康不良により外

出を自ら控える高齢者が以前よりも多く存在し，移動に

対して懸念を抱き，移動総量が極端に少ない高齢者が急

激に増加している．また，高齢者にとっての移動は，健

康促進・コミュニティ形成・福祉の増進などの観点から

日々の生活において大きな意味を持つが，移動が満足に

できないことにより，外出という行動がもたらす様々な

恩恵を高齢者が享受しきれていないのが現状だ． 
そこで，高齢者の移動や福祉の増進を図ることを目的

に，全国で高齢者向けの公共交通施策が実施されている． 
一つの事例として，名古屋市での取り組みが挙げられる．

以前から 65歳以上の高齢者を対象に市バスや市営地下
鉄が乗り放題となる名古屋市「敬老パス」の制度を実施

している．さらに，令和 4 年 2月 1 日には，利用可能な
路線が名鉄・JR東海・近鉄・名鉄バス・三重交通のバ
スといった私鉄まで路線が大幅に拡大された．これによ

り，以前まで施策の適応対象外だった地域まで範囲や路
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線が拡大し，高齢者の外出促進や活動範囲の拡大が予想

される．また，それに伴う街の賑わいの増加・経済効

果・高齢者の健康促進も期待される．さらに近年では

MaaS(Mobility as a Service)の施策の一部としても注目を集
めているが，これら施策後における高齢者の外出意向の

増進や都市全体への効果は定量的な評価が十分にされて

いない． 
本研究では，公共交通乗り放題の施策前と施策後にお

ける高齢者の人流変化に着目し，元から施策対象だった

地域と新たに施策対象となった地域で比較を行う．また，

公的統計データを用いた駅付近の地域特性や対象の高齢

者の社会的属性を考慮した人流の時系列分析を行う．そ

して，その結果から対象都市内の各地域における，施策

の導入効果を高齢者の外出促進/経済効果への影響/街の
賑わいの増加という観点から定量的に評価していくこと

を目的とする． 
 

(2) 本研究対象地の概要 
①名古屋市敬⽼パスの概要 
名古屋市敬⽼パスの施策は，⾼齢者の移動と福祉の増
進を⽬的に昭和 48年 9⽉に導⼊され，名古屋市内全域
の市営地下鉄とバスが無料で乗り放題になるシステムだ
った．⾃治体の負担の増⼤や地域格差の問題から，有料
化や価格調整など様々な検討がされてきた過去もある．
近年の制度に変更になるまでは，１年間で最⼤ 5000円
⽀払い，市営地下・あおなみ線・市営バスに乗り放題と
いう制度だった． 
そして，令和 4年 2⽉ 1⽇より回数の制限が設けら
れ，利⽤可能路線が拡⼤された．⾃治体の負担⾦額の懸
念点から，従来の乗り放題という制度から，730回とい
う回数制限が設けられた．しかし，ほとんどの⾼齢者は
従来より制限回数以下の利⽤回数であり，実質的に乗り
放題という観点から⼤きな影響はないと考える．また，
従来の路線に加えて，JR・名鉄・近鉄が運営する鉄道や
バスでも制度が適応され，敬⽼パスの利⽤可能範囲が制
度変更前と⽐べて⼤きく拡⼤した．この制度変更によ
り，郊外部に住む⾼齢者の公共交通機関利⽤への障壁の
低下が期待される． 
 
②名古屋市の現況 
本研究では，愛知県名古屋市を対象地とする．名古屋
市の⾼齢化率は令和４年時点で 25%と，⽇本の平均と⼤
きく変わらない⾼齢化率の推移である注2)．また，⾼齢
者は毎年数千⼈ほど増え続けている．このことから，⾼
齢化率が⽐較的低いとされる都⼼であっても⾼齢化が進
んでいる街と⾔える． 

次に，名古屋市の交通について述べる．市の近辺に愛
知県豊⽥市が存在することもあり，⾞の利⽤率が⽐較的
⾼い．⾃動⾞の交通⼿段選択割合を⾒ると，東京や⼤阪
が約 10％であるのに対し，本市は 40％を超え，⾞での
移動が⼤変多いとされていて，公共交通機関の利⽤にや
や抵抗があるのではないかと考える． 
また，運転免許返納数に着⽬すると，新型コロナウイ

ルスが流⾏する以前までは，返納数は増加している．近
年では減少傾向にあるものの，コロナ流⾏前よりも多い
返納数となっている．これらより，⾞での移動が⽋かせ
ない中，免許返納する⾼齢者が増加したことは，移動困
難になっている⾼齢者が増加したと考えられる． 
そして，名古屋市での公共交通網は，鉄道および路線
バスが主な公共交通⼿段として挙げられる．鉄道網は市
内全域に存在しているが，路線別に⾒ると偏りが発⽣す
る．名古屋駅などの中⼼市街地には，市営地下鉄をはじ
めとして多くの駅が存在するが，市内の郊外部において
は私鉄の駅がメインで存在し，市営地下鉄の駅数は中⼼
市街地と⽐べて格段に少ない．このことから，過去の敬
⽼パスの利⽤可能範囲では，市内の区域ごとに利便性の
差が⽣まれていた．⼀⽅で，バス路線は区域関係なく市
内全域に満遍なく交通網が張り巡らされている．そのた
め，市営地下鉄が通っていない区域の⾼齢者はバスの利
⽤を中⼼に敬⽼パスを利⽤していたという状況である． 
 
③名古屋市敬⽼パスの影響調査報告書 
令和 4年 2⽉ 1⽇より新しく敬⽼パスの制度が変更に
なり利⽤可能地域が拡⼤され，この制度変更の影響につ
いての報告書について述べた報告書について述べる．こ
こでは，⾼齢者が実際に敬⽼パスを使⽤し集計されたデ
ータや敬⽼パス交付率についてのデータをまとめてい
る． 

ICデータの取得による敬⽼パス使⽤履歴から，い
つ・どの駅で・何⼈が利⽤しているかを把握しまとめて
いる．さらに，制度変更以降の敬⽼パス利⽤数がやや増
加している点や，都⼼部に近い地域ほど交付率も利⽤回
数も⾼い傾向にある点，利⽤回数の上限の設定に対する
⼼理的影響について⽰している． 
しかし，この ICデータでは名古屋市内全域での時系

列を考慮した⼈流調査は⾏われていない．また， ICデ
ータの利⽤の集計は，駅を通過する際に⾏うカウントで
あり，駅の通過を中⼼に集計してしまう．これは，本研
究の⽬的である街のにぎわいや外出促進を評価するデー
タの特性としては不⼗分であると考えられる．以上を踏
まえて，①名古屋市内全域で②街の賑わいに関連するす
る滞在⼈⼝データを取得できていない点が本報告書を通
して⾒つかった現状の課題である． 
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2. 本研究の位置付け 
 
(1) 既往の研究のレビュー 
過去にMaaS(Mobility as a Service)および公共交通乗り放

題の施策の需要や効果に関する分析や研究は行われてい

る．中でも，赤木らは，条件不利環境に対応した条件不

利環境に対応したMaaSの設計と 社会実装に関する実証

研究を行っている．この研究では，高齢者が多く居住す

る過疎地において，その土地に適したモデルを構築・実

装を行い，アンケートを通じて公共交通利用者の意見を

収集し施策評価を行った．この対象地域での MaaSおよ
び公共交通乗り放題の施策がは，利用者から高い評価を

得ることを示し，地域活性化のための新たな手法を示し

た．  
また，石井らは主な交通手段が車である愛知県豊田市

を調査対象とし，地方都市における MaaSの意識調査を

実施した．この研究では，MaaS実装前の地域にアンケ

ート調査を行い，施策が導入された際の住民の利用意向

を調査・集計した．その結果，市内の公共交通の乗り放

題に加えて，小型モビリティやシェアリングサービスな

どその他のモビリティを組み合わせた施策に利用意向が

あった．また，高齢者や公共交通の利用頻度が低い人々

に利用意向があることも分かった．この結果から，高齢

者をはじめとする公共交通の利用頻度が低い人々への利

用増加に繋がり，その人々の移動支援として MaaSが有

効であると期待されることを示した． 
 

(2) 本研究の位置付け 
 上記の既往の研究では，MaaSおよび公共交通乗り放

題の施策が，その地域の住民の移動や外出を増進させる

ことを利用意向の調査を通じて，施策効果を定性的に評

価してきた．しかし，この MaaSの施策の導入効果や高

齢者の移動の増進への先駆けとなることについて，定量

的に評価している分析はまだない． 
そこで本研究では，携帯電話の位置情報集計データを

用い，本施策前後での高齢者の人流比較を行い，公共交

通乗り放題施策が持つ外出促進への効果や施策導入価値

について定量的に把握する．既往の研究で示された定性

的な試施策導入効果の評価に加えて，観測データを用い

た定量的な評価を行うことで，導入効果を多面的に分析

することを目的とする． 
また，先述の名古屋市の報告書を踏まえて，名古屋市

全域での調査を実施する点や，IC データからは評価し

づらい滞在人口をデータとして用いることで，街のにぎ

わいを評価する点も目的である． 
 上記を踏まえて，本分析の流れは以下の通りである．

まず 3章で，分析に使用する説明変数や目的変数である

各データの取得方法と，対象地域の現状（施策概要・交

通状況）を示す．次に 4章で，地域や路線ごとにおける

人流の増加率の比較を示す．傾向スコアマッチングによ

り人流以外の変数が似通った対象駅同士で比較を行う．

さらに，マッチングによって確立された傾向スコアで

DID 分析を行い，施策効果以外の要因を排除した評価を

し結果を示す．最後に 5章では結論と今後の研究の課題

を述べる． 

 
3. 使用するデータの概要 

 
(1) 使用データの概要 
① ⾼齢者の⼈流データ 
本研究では，KDDI株式会社が提供するKDDI Location 

Analyzer（携帯電話の位置情報集計サービス）により⾼
齢者の⼈流データを取得する．対象の各駅でバッファを
取り，その区域内に来街し，滞在した⾼齢者の⼈数を集
計する． 

今回のデータ取得においては， 単なる駅の通過者の
カウントが⽬的ではなく，駅に来訪して滞在する⼈数の
カウントを⽬的とする．よって，15分以上バッファ内
にいた場合に滞在者とカウントする．また，バッファは
半径 300ｍの円でとる．⾼齢者の歩⾏速度や隣の駅との
間隔などを加味して 300ｍに設定した． 

集計対象となる駅は，名古屋市に存在する鉄道駅の
142駅分であり，全ての駅で来街者数を集計した．施策
の対象地として新たに加わった駅は名古屋鉄道，JR線
をはじめとした64駅分であり，元から施策が施されて
いた駅は名古屋市営地下鉄の各駅78駅分である． 
本研究に⽤いる⼈流データの集計期間の基準として，
路線が拡⼤された令和４年２⽉１⽇を設定する．令和４
年２⽉１⽇から１年間分（令和５年１⽉３１⽇まで）の
滞在者のデータを取得する．また，施策の導⼊効果の把
握を⽬的とするため，路線拡⼤前後のデータが必要であ
り，令和１年２⽉１⽇から１年間ずつデータを取得し，
計４年間分のデータを取得した．これにより，1年単位
で滞在⼈⼝の推移が把握でき，時系列を考慮した施策導
⼊効果を評価する際の細かな⼈流変化も把握することが
可能になる． 
KDDI Location Analyzerにおけるデータ収集条件の詳細
は，以下の表の通りである． 
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表-1  KDDI Location Analyzerにおけるデータ収集条件 

 
② 使⽤する変数 
次に，説明変数として使⽤する各変数を取得する．駅

周辺の経済指標などの公的な統計データの取得は，⼈流
データと同様に携帯電話の位置情報集計サービスから取
得する．取得の⼿順も同様であり，対象の各駅でバッフ
ァを取りその区域内でのデータを収集する．また，国⼟
数値情報注3)や各地域のHPからその他のデータを取得し
ている．各データの項⽬・取得⽅法などの詳細について
は 4章に記載する． 
 
4. 分析手法・分析結果 

 

(1) 分析の概要 

本研究では，公共交通乗り放題施策の導入効果を定

量的に評価することを目的としているため，駅周辺の人

流総数および人流総数の増減率に着目する．そして，そ

の人流変化と施策有無がどのように相関・因果関係を持

つかを，①地域・路線別に見た滞在人口減少率②傾向ス

コアマッチングを用いた人流増減率の比較③DID 分析を

用いた時系列変化を考慮した人流比較の 3つの側面から

分析する． 
 
(2) 地域・路線毎の滞在人口増減率 

ここでは，各地域や路線ごとの⼈流に着⽬して分析を
⾏う．以下の画像は，①新規施策対象の路線と既存の施
策対象路線を⾊で区別し，②各駅の⼈流増減率を連続値
として⾊の濃淡で分類した点をプロットしたものである．
緑の線で表⽰されているものが，新規施策対象の路線で
あり，⻘い線で表⽰されているものが，既存の施策対象
路線の路線である．また，各駅の⼈流増減率のプロット
は，⾊が濃いほど増減率が⾼くなっている．図を以下に
⽰す． 

 
図-1  各地域・各路線における滞在⼈⼝の増減率 
 
まず，名古屋市内の地域別の増減率に着⽬すると，市
内の最主要駅である名古屋駅近郊の駅では，増減率が
0.4 – 0.6や 0.6 – 0.8の駅が多く⾒られる．それに対し，名
古屋市の南東部や北東部の各駅（名古屋駅から⽐較的遠
⽅位置する郊外部の各駅）では，0.8 – 1.0や 0.8 – 1.0の駅
が多く⾒られ，⾼い増減率が⾒られる． 
次に，新規施策対象の路線と既存の施策対象路線の増

減率の違いに着⽬すると，既存の施策対象路線にある各
駅の増減率よりも新規の施策対象路線の増減率の⽅がプ
ロットの⾊が濃く増減率が⾼い傾向にある．新規の施策
対象路線の中でも地域特性が⾒られた．先述した様に，
郊外部での増減率が⾼い傾向にあることに加えて，新規
施策対象の路線と既存の施策対象路線が交わる駅での増
減率が⾼い傾向が⾒られた． 
以上の様に，郊外部と都⼼部での増減率の変化や，路
線別の増減率の傾向が⼤まかに⾒られた．地域特性や路
線の特性が⼈流増減に影響していることがわかった． 
 
(3) 傾向スコアマッチング 

上記の様に，地域や路線毎に⼈流の増減に変化がみら
れた．しかし，この変化は施策の有無にのみより現れた
変化であるとは⾔い切れない．2020年以降に新型コロナ
ウイルスが流⾏し⼈類全体の移動が減少したことや，各
対象駅が持つ駅の特性（都⼼部・郊外などの違い）によ
っても値が変動したことなども，⼈流変化の要因の⼀つ
となる可能性も考えられる．先行研究から，交通施策の

導入効果を分析する上で，統計的因果推論を用いること

が有効性や，施策の導入が地域のさまざまな人流変化に

影響することなどが明らかになっている．そこで今回は，

因果推論の手法の一つである傾向スコアマッチングと

DID 分析を用いて，⼈流変化における施策の有無以外の
要因をできる限り排除した分析を試みる． 

 
① 分析に用いる変数 

滞在⼈⼝増減率

元施策対象路線
新規施策対象路線

路線

0.25 – 0.4
0.4 – 0.6
0.6 – 0.8
0.8 – 1.0
1.0 – 1.2
1.2 – 1.4
1.4 – 1.6
1.6 – 1.62
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KDDI Location Analyzerにより取得した，交通施策前後

での各駅周辺の滞在人口増減率を今回の結果変数とした． 
2019年2月1日〜2020年1月31日分の集計が施策前の滞

在人口とし，2022年2月1日〜2023年1月31日分の集計

を施策後の滞在人口と設定した後，後者の値を前者の値

で除して算出された値を結果変数として定める． 
令和 4 年 2月 1 日の名古屋市の交通施策で新しく敬老

パス使用可能対象になった駅を 1，元々施策対象だった

駅を 0とし，この度の施策の有無を処置変数として設定

した． 
共変量には，結果変数として用いている，駅周辺の滞

在人口に影響があると考えられるデータを選択した．各

変数の詳細は以下に示す．各変数の出典元は次のとおり

である．名古屋駅からの距離（ｍ）の変数は，国土数値

情報から各駅の緯度経度を取得し，名古屋駅との距離を

算出した．その他の変数は，KDDI Location Analyzerの公
的統計データから取得した． 

 

 
表-2  取得した共変量の詳細 

 
② 傾向スコアの算出 

傾向スコアを推定するにあたり，処置変数（新規施策

導入有無）を目的変数とし，上記の共変量を説明変数と

したロジスティック回帰分析を行った．その分析結果を

以下に示す． 
 

 

表-3  傾向スコアの算出 
 
③ 共変量のバランスチェック 

次に，傾向スコアの算出によって，処置群（新たに施

策が導入された駅郡）と対照群（元から施策が導入され

ていた駅郡）の間のバランスが改善したかどうかを確か

める．各共変量のグループ間での各共変量の標準化平均

差の絶対値が0.25程度以下であれば，ある程度のバラン

スが担保できるとされている．以下に各共変量の標準化

平均差を記載する． 
 

 

表-4  共変量のバランスチェック 
 

④ 傾向スコアマッチングによる因果効果の推定 

算出された傾向スコアを元に，新しく施策が施された駅

と元から施策が施されている駅の間で 1対 1の最近傍マ

ッチングを行う．この手法を使用するにあたり，スコア

がやや離れたデータ同士でのマッチングを防ぐために，

キャリパー係数を設定することが望ましい．先行研究の

多くは，傾向スコアの推定値をロ ジット変換した値の

標準偏差に 0.2 を乗じた値をキャリパー係数とすること

を推奨している．以上を考慮した結果としてマッチング

を行い， 51 個の両駅群間でのペアが作成された．以下

にマッチングの結果後の基本統計量を示す． 
 

 
表-5  マッチング後の基本統計量 

 
また，今回のマッチングでは，施策前後での滞在人口の

増減率を結果変数としたため，マッチング前後でその平

均値に差が生じたかを分析した．マッチング前の結果は，

施策前後で 0.04%の減少となり，大きな値の変動は見ら

れない．マッチング後の値は，施策前後で 0.6%の増加
となり，増減率の変動がマッチング前と比べてやや大き

くなったが，こちらも同様に大幅な増減率の変化は見ら

れなかった．その結果を以下に示す． 
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表-6  マッチング前後における各群の増減率 
 

(4) DID分析 

本稿では，時系列要因などの固定効果を考慮した分析

を目的とした，DID 分析結果について述べる．前稿では，

傾向スコアを算出し似通った駅同士をマッチングさせる

ことで，施策の有無以外の要因の差をできる限り無くし

た分析を行った．先述した傾向スコアマッチングにおい

てマッチング対象となった 102 個（各群 51 個）の各駅

で，滞在者の総数を 4年間分集計した．そして，各群に

おいて 1年ごとに平均値を算出し，新規施策対照群と元

施策対照群で滞在人口の変化を分析した．  
2019-2020年の人流総数から 2022-2023年の人流総数の

減少数に着目すると，どちらの群も総人数は減少してお

り，2020年から流行した新型コロナウイルスの影響を大

きく受けていると考えられる．しかし，増減率に着目す

ると新規施策対照群が 10%だけ増減率が低く算出され，

元施策対象群よりも多少多く人流が減少していることと

なるが，本稿でも群比較による人流変化の大きな差異は

見られなかった．また，本稿では時系列の要因を考慮し

た分析を行い比較したが，各群間で明確な違いはなかっ

たと言える．分析結果を以下に示す． 

 

 
図-2  各群の時系列分析の結果 

 
5. まとめ 

(1) 本研究の成果と考察 

各駅における滞在⼈⼝のデータ（携帯電話の位置情報

データ）を収集し，施策導⼊前後で⽐較を⾏い，増減率
の連続地を路線図とともに地図上にプロットした．その
結果，都市部か郊外部かで数値に差が現れ，路線別に⾒
ても新規施策対象駅の近郊や，新規・元施策対象が交わ
る駅の付近を中⼼に増減率が⾼くなった． 

傾向スコアマッチングを⽤いて，施策の有無以外の要
因を取り除いた上で，各群における滞在⼈⼝増減率を⽐
較した．マッチング前後の結果に⼤きな変化は⾒られな
かった． 

マッチング結果を⽤いて，DID 分析を⾏い，時系列要
因を考慮した分析を⾏った．各群の滞在⼈⼝の平均値の
⽐較を⾏ったが，こちらも⼤きな変化は⾒られなかった． 

 

(2) 今後の課題 

本研究では，各駅の滞在⼈⼝の増減をもとに，交通施
策が⾼齢者の外出促進にもたらす効果を定量的に評価し
ようと試みたが，定量的に評価できた点は少なく，課題
の残る分析となった．より滞在⼈⼝の増減に影響をもた
らす最適な共変量を模索することにより，分析の精度を
上昇させ，施策の効果を正しく定量評価していく必要が
ある． 
また，今回は滞在⼈⼝の量のみに着⽬したが，それに
加えてその⼈流がどこから発⽣しているのか（例えば，
対象の駅に来訪した⼈々の居住地の把握など），すなわ
ち⼈流の⽅向に着⽬した分析を⾏う必要がある． 
 
NOTES 
注1) 内閣府，高齢化の推移と将来推計 より 
注2) 名古屋市，NAGOYAライフ（データで見る名古屋の

くらし）より 
注3) 国土数値情報ダウンロードサイト，鉄道データ よ

り 
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